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水の涵養として知事が定めるものを実施すること。 
ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下

水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 

エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
使用に取り組むこと。 

カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保
することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 

キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保
全のための措置をとること。 

ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益 
を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契 
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

 別表第１の１０の項の(2) 中「該当するもの」の次に「及び当該事業に関し次のいずれ
にも該当することが確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物に
おいて行われることが予定される事業活動その他の人の活動を行う者（以下この項におい
て「活動実施者」という。）となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ、ク及び
ケに掲げる事項（当該事業を実施しようとする者（以下この項において「事業実施者」と 
いう。）による実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合） 
として知事が認めるとき」を加え、同項の(2) に次のように加える。 

ア 活動実施者が、採取する地下水の量を超える量の地下水の涵養として知事が定める
ものを実施すること。 

イ 事業実施者又は活動実施者（以下この項において「事業者等」という。）が、事業 
者等の土地の造成又は工作物の設置により減少する地下水の涵養量を超える量の地下 
水の涵養として知事が定めるものを実施すること。 

ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下
水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 

エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
使用に取り組むこと。 

カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保
することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 

キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保
全のための措置をとること。 

ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益 
を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契 
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

 別表第１の１１の項の(2) 中「該当するもの」の次に「及び当該事業に関し次のいずれ
にも該当することが確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物に
おいて行われることが予定される事業活動その他の人の活動を行う者（以下この項におい
て「活動実施者」という。）となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ、ク及び
ケに掲げる事項（当該事業を実施しようとする者（以下この項において「事業実施者」と 
いう。）による実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合） 
として知事が認めるとき」を加え、同項の(2) に次のように加える。 

ア 活動実施者が、採取する地下水の量を超える量の地下水の涵養として知事が定める
ものを実施すること。 

イ 事業実施者又は活動実施者（以下この項において「事業者等」という。）が、事業 
者等の土地の造成又は工作物の設置により減少する地下水の涵養量を超える量の地下 
水の涵養として知事が定めるものを実施すること。 

ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下
水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 
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エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
使用に取り組むこと。 

カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保
することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 

キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保
全のための措置をとること。 

ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益 
を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契 
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

 別表第１の１２の項の(2) 中「該当するもの」の次に「及び当該事業に関し次のいずれ
にも該当することが確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物に
おいて行われることが予定される事業活動その他の人の活動を行う者（以下この項におい
て「活動実施者」という。）となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ、ク及び
ケに掲げる事項（当該事業を実施しようとする者（以下この項において「事業実施者」と 
いう。）による実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合） 
として知事が認めるとき」を加え、同項の(2) に次のように加える。 

ア 活動実施者が、採取する地下水の量を超える量の地下水の涵養として知事が定める
ものを実施すること。 

イ 事業実施者又は活動実施者（以下この項において「事業者等」という。）が、事業
者等の土地の造成又は工作物の設置により減少する地下水の涵養量を超える量の地下
水の涵養として知事が定めるものを実施すること。 

ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下
水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 

エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
使用に取り組むこと。 

カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保 
することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 

キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保
全のための措置をとること。 

ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益
を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

 別表第１の１３の項の(2) 中「該当するもの」の次に「及び当該事業に関し次のいずれ
にも該当することが確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物に
おいて行われることが予定される事業活動その他の人の活動を行う者（以下この項におい
て「活動実施者」という。）となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ、ク及び
ケに掲げる事項（当該事業を実施しようとする者（以下この項において「事業実施者」と 
いう。）による実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合） 
として知事が認めるとき」を加え、同項の(2) に次のように加える。 

ア 活動実施者が、採取する地下水の量を超える量の地下水の涵養として知事が定める
ものを実施すること。 

イ 事業実施者又は活動実施者（以下この項において「事業者等」という。）が、事業
者等の土地の造成又は工作物の設置により減少する地下水の涵養量を超える量の地下
水の涵養として知事が定めるものを実施すること。 

ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下
水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 

エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
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使用に取り組むこと。 
カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保 

することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 
キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保

全のための措置をとること。 
ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益

を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

 別表第１の１５の項の(3) 中「該当するもの」の次に「及び当該事業に関し次のいずれ
にも該当することが確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物に
おいて行われることが予定される事業活動その他の人の活動を行う者（(3) において「活
動実施者」という。）となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ、ク及びケに掲
げる事項（当該事業を実施しようとする者（(3) において「事業実施者」という。）によ
る実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合）として知事
が認めるとき」を加え、同項の(3) に次のように加える。 

ア 活動実施者が、採取する地下水の量を超える量の地下水の涵養として知事が定める
ものを実施すること。 

イ 事業実施者又は活動実施者（(3) において「事業者等」という。）が、事業者等の
土地の造成又は工作物の設置により減少する地下水の涵養量を超える量の地下水の涵
養として知事が定めるものを実施すること。 

ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下
水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 

エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
使用に取り組むこと。 

カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保 
することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 

キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保
全のための措置をとること。 

ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益
を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

 別表第１の１５の項の(4) 中「該当するもの」の次に「及び当該事業に関し次のいずれ
にも該当することが確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物に
おいて行われることが予定される事業活動その他の人の活動を行う者（(4) において「活
動実施者」という。）となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ、ク及びケに掲
げる事項（当該事業を実施しようとする者（(4) において「事業実施者」という。）によ
る実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合）として知事
が認めるとき」を加え、同項の(4) に次のように加える。 

ア 活動実施者が、採取する地下水の量を超える量の地下水の涵養として知事が定める
ものを実施すること。 

イ 事業実施者又は活動実施者（(4) において「事業者等」という。）が、事業者等の
土地の造成又は工作物の設置により減少する地下水の涵養量を超える量の地下水の涵
養として知事が定めるものを実施すること。 

ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下
水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 

エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
使用に取り組むこと。 

カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保 
することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 

キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保
全のための措置をとること。 

ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益
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を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

 別表第１の２０の項の(2) 中「該当するもの」の次に「及び当該事業に関し次のいずれ
にも該当することが確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物に
おいて行われることが予定される事業活動その他の人の活動を行う者（以下この項におい
て「活動実施者」という。）となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ、ク及び
ケに掲げる事項（当該事業を実施しようとする者（以下この項において「事業実施者」と 
いう。）による実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合） 
として知事が認めるとき」を加え、同項の(2) に次のように加える。 

ア 活動実施者が、採取する地下水の量を超える量の地下水の涵養として知事が定める
ものを実施すること。 

イ 事業実施者又は活動実施者（以下この項において「事業者等」という。）が、事業
者等の土地の造成又は工作物の設置により減少する地下水の涵養量を超える量の地下
水の涵養として知事が定めるものを実施すること。 

ウ 事業者等が、当該事業を実施する場所以外の場所においてア又はイに規定する地下
水の涵養を実施する場合、当該事業を実施する場所と同一の地下水保全地域内の場所
において、地下水の水量の保全上有効な涵養を実施すること。 

エ 活動実施者の地下水の採取により周辺の地域の地下水の水位の著しい低下、地下水
の塩水化、地盤の沈下等の影響を与えないこと。 

オ 活動実施者が、地下水保全条例第２条第３号に規定する水の循環使用又は再生水の
使用に取り組むこと。 

カ 活動実施者が、当該事業を実施する場所で採取する地下水に代えて他の水源を確保 
することが困難でないと認めるときは、当該地下水に代えて他の水源を確保すること。 

キ 事業実施者及び活動実施者が、それぞれの事業特性及び地域特性に応じて環境の保
全のための措置をとること。 

ク 事業者等が、土地又は工作物に関する所有権若しくは地上権その他の使用及び収益
を目的とする権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利の移転又は設定をする契
約を締結しようとする場合、当該契約の相手方が、アからケまでに掲げる事項を実施
することを当該契約の内容とすること。 

ケ 事業実施者及び活動実施者が、当該事業に係る工事の着手があった後、アからクま
でに掲げる事項（活動実施者となる予定の者がない場合にあっては、イ、ウ、キ及び
クに掲げる事項に限る。）の実施状況等について報告書を作成し、知事に送付するこ
と。 

別表第１に備考として次のように加える。 
備考 知事は、８の項の(2) のアからケまでに掲げる事項のいずれにも該当することが

確実であると見込まれる場合（当該事業の実施後の土地又は工作物において行われる
ことが予定される事業活動その他の人の活動を行う者となる予定の者がない場合にあ
っては、イ、ウ、キ、ク及びケに掲げる事項（当該事業を実施しようとする者による
実施に係る部分に限る。）に該当することが確実であると見込まれる場合）として認
めるか否かを判断するに当たっては、当該事業を実施する場所を管轄する市町村長の
意見を聴き、その意見を勘案するものとする（９の項の(2) 、１０の項の(2) 、１１
の項の(2) 、１２の項の(2) 、１３の項の(2) 、１５の項の(3) 及び(4) 並びに２０
の項の(2) の場合においても同様とする。）。 

附 則 
１ この規則は令和５年１０月１日から施行する。 
２ 改正後の別表第１の規定は、この規則の施行の日前に熊本県環境影響評価条例（平成

１２年熊本県条例第６１号）第４条の４の規定による配慮書の送付がなされた事業につ
いては、適用しない。 

 




